
 

 

平成22年10月31日 

各  位 
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代表取締役社長 津江 真行 

（コード番号：3236） 

問い合わせ先 経営企画部長 矢野 義晃 

電話 03－6685－3100 

 

第三者割当による新株式（第1種優先株式）発行の払込完了及び一部失権 

並びに減資等の効力発生及び債務免除の実施に関するお知らせ 

 

当社は、平成22年10月8日付及び同年10月22日付の取締役会において決議いたしました第三者割当による第

1 種優先株式の発行（以下「本第三者割当」といいます。）に関し、本日払込みが終了し、払込手続きを完了しま

したので下記の通りお知らせいたします。なお、同払込手続きにおいて、割当株式数のうち2株につき失権が生じ

ましたので、併せてお知らせいたします。 

また、本日付で、平成22年7月30日付の「資本金、資本準備金及び利益準備金の額の減少並びに剰余金の処分

に関するお知らせ」において公表いたしました、平成22年10月31日を効力発生日とした資本金及び資本準備金

の額の減少の効力が発生し、さらに、当社の民事再生手続に係る再生計画（以下「本再生計画」といいます。）に

基づき、一部の債権者を除いて、確定再生債権を有する債権者の皆様より下記の通り総額24,704 百万円の債務免

除を実施していただきましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

Ⅰ．本第三者割当の払込完了及び一部失権について 

１． 本第三者割当による第1種優先株式発行の結果 

平成22年10月8日付及び同年10月22日付の取締役会決議による本第三者割当による第1種優先株式発行に

関して、東京電力株式会社を除く割当先については、本第三者割当の申込期日である平成22年10月29日まで

に、第1種優先株式の引受けに関する株式引受契約書（以下「本引受契約」といいます。）が締結され、かかる

引受けに関して申込みがありましたが、東京電力株式会社との間では本引受契約が締結されず、また、かかる引

受けに関して申込みもありませんでした。この結果、東京電力株式会社への割当株式数である2株に失権が生じ

ることになったため、本第三者割当により、当初予定しておりました 339,487 株の第 1 種優先株式の発行は、

339,485株の第1種優先株式の発行となりました。 

 

２． 本第三者割当による第1種優先株式発行の一部失権に関わる経緯 

平成22年10月8日付で公表いたしました「第三者割当による新株式（第1種優先株式）発行に関するお知ら

せ」に記載の通り、本第三者割当は、本再生計画に基づいて、100万円を超える再生債権を有する再生債権者を
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割当先として、340,000株に全再生債権者の有する100万円を超える再生債権の合計金額における当該割当先の

有する100万円を超える再生債権の金額の割合を乗じた数を割り当てるもの（ただし、再生債権者のうち、発行

決議日までに、本第三者割当による第1種優先株式の割当を受けることを放棄している再生債権者及び敷金債権

を有する債権者については本第三者割当における割当先となっておらず、当該再生債権者に対して割り当てられ

る予定であった株式数については本第三者割当における発行数から除かれていること、並びに本再生計画に基づ

く割当株式数に1株未満の端数がある場合には切り捨てを行うことから、当初、本第三者割当により発行する第

1種優先株式の数は339,487 株となっております。）であり、東京電力株式会社につきましても100 万円を超え

る再生債権を有する再生債権者として、割当先として選定しておりました。 

しかしながら、本第三者割当の発行決議日後、当社は、東京電力株式会社より、同社が本第三者割当による第

1種優先株式2株を引き受けることを望まない旨の連絡を受けましたので、本第三者割当の申込期日である平成

22年 10 月 29 日までに、同社との間において、本第三者割当の前提条件となっている本引受契約を締結せず、

また、同社から引受けに関しての申込みも受けませんでした。この結果、東京電力株式会社より、現物出資の対

象となる同社の再生債権金16,000 円についての給付もなされず、本第三者割当について一部失権が生じたもの

であります。 

 

３． 本第三者割当による第1種優先株式発行の一部失権による当社への影響 

本第三者割当の一部失権により、当初予定していた現物出資のうち東京電力株式会社の有する再生債権金

16,000 円については給付されませんでしたが、現物出資されなかったかかる再生債権については本再生計画に

基づき同社より本日付で債務免除を受けることになりますので、当該一部失権による当社への影響は軽微であり

ます。 

 

４． 本第三者割当による第1種優先株式発行に係る変更（変更箇所には下線を付しております。） 

[平成22年10月8日付「第三者割当による新株式（第1種優先株式）発行に関するお知らせ」の2頁ご参照] 

募集の概要 

【変更前】 

（１） 発 行 期 日 

（ 給 付 期 日 ） 

平成22年10月31日 

（２） 発 行 新 株 式 数 339,487株 

（３） 発 行 価 額 1株につき8,000円 

（４） 払 込 金 額 の 総額 2,715,896,000円 

（５） 資 本 組 入 額 1株につき4,000円 

（６） 資本組入額の総額 1,357,948,000円 

（７） 募集又は割当方法 

（ 割 当 先 ） 

第三者割当の方法により、100万円を超える再生債権を有する再生債

権者を基準として、別紙1-2記載の割当先に対して、別紙1-2記載の

株式数を割り当てます。 

 

【変更後】 

（１） 発 行 期 日 

（ 給 付 期 日 ） 

平成22年10月31日 

（２） 発 行 新 株 式 数 339,485株 

（３） 発 行 価 額 1株につき8,000円 
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（４） 払 込 金 額 の 総額 2,715,880,000円 

（５） 資 本 組 入 額 1株につき4,000円 

（６） 資本組入額の総額 1,357,940,000円 

（７） 募集又は割当方法 

（ 割 当 先 ） 

第三者割当の方法により、100万円を超える再生債権を有する再生債

権者を基準として、別紙1-2記載の割当先に対して、別紙1-2記載の

株式数を割り当てます。ただし、東京電力株式会社を除きます。

 

Ⅱ．減資等の効力発生について 

平成22年7月30日付の「資本金、資本準備金及び利益準備金の額の減少並びに剰余金の処分に関するお知ら

せ」において公表いたしました、平成22年10月31日を効力発生日とした資本金及び資本準備金の額の減少の

手続が、平成22年8月17日に開催いたしました定時株主総会及び債権者異議申述手続を経て完了（ただし、資

本準備金の額の減少は、会社法第449条第1項ただし書きの要件に該当するため、債権者異議申述手続を経てお

りません。）し、前提条件となっていた本第三者割当による第1種優先株式の発行が行われたことにより、本日、

資本金及び資本準備金の額の減少の効力が発生いたしました。 

本件において、資本金の額は5,677百万円から600百万円減少し、5,077百万円となります。また、資本準備

金は1,507百万円から1,280百万円減少し、227百万円となります。 

 

Ⅲ．債務免除について 

１． 本再生計画に基づく再生債権者による債務免除について 

当社は、平成22年9月22日に公表いたしました「再生計画の認可決定の確定のお知らせ」に記載の通り、確

定した本再生計画に従い、本日付で、確定再生債権を有する再生債権者により総額24,704 百万円の債務免除を

実施していただきました。かかる債務免除の対象には、平成22年10月19日付の「再生債権の弁済に関するお

知らせ」で公表いたしました本再生計画に従った弁済を実施した部分及び本第三者割当に関して現物出資してい

ただいた部分（2,715百万円）は含まれておりません。 

なお、上記の債務免除額のほかに、本再生計画の中における一部の再生債権者との間において、現在手続きを

進めているところであり、今後、債務免除を追加して実施していただく予定です。 

 

２． 業績に与える影響 

当該債務免除に伴い、平成23年5月期において、当社損益計算書及び連結損益計算書に、24,704百万円の債

務免除益を特別利益として計上いたします。 

なお、当該特別利益の計上につきましては、平成22年10月14日付で公表いたしました平成23年5月期の業

績予想に織り込み済ですので、業績予想に変更はございません。今後は、当社の強みである企画力や販売力を活

かした不動産企画業務や販売代理業務により収益を確保することで早期に債務の解消を図る予定であり、平成

23年5月31日時点では債務超過を解消することができる見込みであります。 

【連結業績推移】 （百万円）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 純資産

平成22年５月期通期実績 28,217 △32,245 △33,828 △28,384 △30,091

平成23年５月期通期予想 21,740 1,403 1,386 27,680 604

 

 

 

以上 
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